
１．事業の概要に関すること 

 (１)本事業の概要 

「北川村まち・ひと・しごと創生総合戦略」では、40 年後に目指

す姿として、『千人の家族が子どもを育む ゆず王国北川村』を

掲げて、村を挙げて取り組みを進めている。 

本事業は、「基本目標３ 魅力的かつ特色ある子育て・教育環

境をつくる」を受けて策定された子育て教育ビジョンを基とし、０

～15 歳までの 15 年間の一貫した教育で誰ひとり取り残されず

学ぶことができる魅力的な環境を創るため、そして地域から学

校をなくさないため、北川村でしかできない教育のあり方と、そ

の基盤をなす文教施設及び子育て教育環境等の整備方針を策

定する事業である。 

保育所・小学校・中学校が分散しており一体的な活動等に制

限があることや施設の老朽化、また、小規模校だからこそ保育・

教育活動に地域や外部との関わりがより重要であり、複合的な

施設を整備することにより、課題解決を図っていくうえで、PPP

／PFI 事業を活用した持続可能な施設整備に向けて検討を行う

こととした。 

  

 (２)施設の概要 

施設名 構造 延床面積 経年数 

小学校 RC ・ S 1,568㎡ 60 

特別校舎 S 458㎡ 9 

中学校 RC ・ W 1,511㎡ 60 

体育館 S 1,050㎡ 31 

保育所 RC 568㎡ 44 

小中学校倉庫 － 210㎡ － 

村民会館 RC 1,260㎡ 38 

合計 6,625㎡  

 

２．検討のプロセス 

 (１)文教施設・子育て環境等整備事業基本計画検討委員会 

本事業において、広く村民や専門家等の意見を反映させるた

め、教育・保育の専門委員２名、空間デザインの専門委員１名、

PPP／PFI の専門委員１名、金融機関の専門委員１名、学校長１

名、保育所長１名、行政２名、地域住民４名により組織した。教

育の方向性や保小中の一体的な施設、施設の複合化、PPP／

PFI について協議し、村ならではの保育・教育を実現していくた

めの方向性を報告書として取りまとめた。 
 日程 概要 

第1回 令和３年７月28日 村の現状及び今後の進め方 

第2回 令和３年９月29日 複合化及びPPP／PFI 

第3回 令和３年10月13日 教育の方向性 

第4回 令和３年10月27日 社会とつながる学び 

第5回 令和３年11月17日 保小中一体化を目指す学校

施設の機能 

第6回 令和３年12月15日 複合化の可能性 

第7回 令和４年１月19日 教育の方向性及びサウンディ

ング結果 

第8回 令和４年２月９日 成果報告書（案）検討 

第9回 令和４年２月21日 成果報告書 

 (２)各種ワークショップの開催 

村の小中学生、保育所・小学校・中学校の教職員、村民のワ

ークショップの開催及び住民アンケートを実施し、意見を頂きな

がら、その内容を反映させつつ、検討委員会において協議した。 

対象者 テーマ 

小１～３年 

延べ 22人 

「こんな学校楽しいだろうな」を考えよ

う 

小４～６年 

全２回・延べ 49人 

お気に入りの場所と「こんな学校楽し

いだろうな」を考えよう 

中１～３年 

全２回・延べ 37人 

「みんなの学校」「新しい学びの場所」

を考えよう 

教職員 

全２回・延べ 51人 

「つながり合う学び」「保小中一体化

のあり方」について 

地域住民 

全３回・延べ 69人 

「北川村のたからもの」「こんな場所

あったらいいな」について 

 

３．教育の方向性 

 施設を検討していくにあたり、まず教育の方向性を明確にする

ことで、村にとって必要な施設を検討することとした。 

 

 

 

４．施設の計画 

 各種ワークショップや検討委員会での協議により、施設整備

の指針やデザインコンセプトを掲げ、施設は、異学年・異年齢・

異校種での交流・協働による多様な学びや地域資源を基に村

民・村外の子ども・村に縁ある人と関わる教育、村の魅力及び子

育て・教育における魅力の創生と発信を実現していくため、保小

中を一体的にすることとともに、「学びのひろば（図書館や特別

教室、体育館等）」や運動場（公園）を地域等と共有して活用して

いく複合的な施設とすることとした。 

 

 【文教施設・子育て教育環境等の整備の指針】 

「これまでのチカラ、これからのチカラの総力戦で、多様な学び

合いと魅力を創る北川村ならではの教育環境の実現」 

 

 【北川村文教施設・子育て環境 デザインコンセプト】 

０歳～100 歳みんなが集い、学び、みんなでつくる「学びのひろ

ば・ゆずのたね」 

文教施設における多様なPPP/PFIの先導的開発事業（令和3年度）成果報告書 概要版 



 

 

５．官民連携の方向性・事業方式について 

 

本村で官民連携手法を実施する場合、上記表を踏まえ PFI

（BTO 方式）をより優先的に検討していく方向が考えられる。基

本的な事業スキームを PFI（BTO 方式）にしつつ、学校時間内、

学校時間外における教育サービスの充実化について、事業の

中にどこまで含めていくのかは事業構築段階で検討する項目

になる。また、DB・DBO 手法も VFM が出ていることから、併せ

て検討していくことが望ましい。 

○行政事務コストを長期的に削減することや複合施設として

の学校の運用を一括して民間事業者に委託して教職員等

の事務コストを低減することによって、教育に専念できる。 

○民間事業者側の意見としても、PFI 手法で実施することに

対してほぼ前向きな意見となっている。 

○学校施設は収益施設ではないため、全国の事例を鑑みて

も、村からの対価によって事業を実施する BTO 方式が事

業構築上望ましい。 

○VFM も算出し、6.8％の数値が出ていることからも従来型よ

りも財政負担の軽減が図れる。 

 

６．今後のプロセスと検討すべき課題 

 (1)想定プロセス 

 PFI 手法を前提として進めることを想定すると、村の教育の方

向性や教育施設の方向性に合致した形で、より民間企業のノウ

ハウや技術が活かされる事業プロセスの構築が必要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2)今後検討すべき課題 

 ①複合施設の範囲の設定 

  事業化を目指す過程で住民・児童・生徒とのワークショップを

経て、村の教育にとって必要な施設・機能を確定させる。 

 ②公的不動産の有効活用 

  複合化となれば、現在の保育所や村民会館が遊休地となり、

今後の活用方法について、全庁的に検討していく必要がある。 

 ③庁内体制の仕組み 

  村の将来への投資でもあることから、プロジェクトチームを

組成して事業を進め、議会に対しても勉強会や説明会といっ

た機会を設けることが効果的である。 

 ④地域を巻き込んだ事業推進方法の構築 

  村民が施設を自分の施設であると共感できるようにビレッジ

プライドの醸成が重要である。また、PFI 手法は地元の事業

者等が事業の主体となることが可能であり、地元勉強会や幅

広い情報発信を実施し、参画を促すことも重要になる。 

■施設の機能構成図 


